
具体的要望項目紹介 その４ 
 前回に引き続き、日本共産党議員団の｢予算

等の要望｣の具体的項目を紹介します。 

 今回が最後です。 

１１．暮らしを支える施策の充実のために 

(1) 保倉川放水路の整備については、地元住民

との意見交換をより積極的に行い、信頼関

係を取り戻すこと。そのうえで、合意を前

提に促進すること。 

(2) 宮野尾地内における廃棄物最終処分場設置

計画は白紙撤回し、より適切な候補地を探

すこと。 

(3) 中山間地域振興基本条例に基づき、中山間

地域における定住の促進、地域間連携、後

継者確保などの個別対策をいっそう強化す

ること。また、冬期保安要員制度の対象集

落を増やすこと。 

(4) 除雪について 

 ① 基幹道路だけでなく、通学、通勤、通院

などの生活道路の除雪をしっかり行うこ

と。また、吉川区坪野～柿崎区東横山など

各区をつなぐ路線の非除雪区域の見直しを

行うこと。 

 ② 除雪技術の向上対策を図るなど、除雪業

者に対する指導監督を強めること。 

 ③ 要援護世帯除雪費助成事業の助成限度額

を増額すること。 

 ④ 災害救助法が適用された際は、厚生労働

省の見解の通り、｢資力の有無を問わず｣に支

援すること。 

 ⑤ 除雪に起因する事故が多発していること

を踏まえ、市民の安全を守る立場で、事故

防止に向けた啓発や業者への指導を強める

こと 

 ⑥ 県単｢冬期集落安全・安心確保対策事業｣

により配置した小型除雪機の更新につき、

希望を積極的に県に伝えるなど、必要な手

だてを講じること。 

 ⑦ 交差点付近では隅切りを行うなど、行き

届いた除雪を行うこと。 

 ⑧ 流雪溝の整備と維持管理および改修に力

を入れること。 

(5) 地域住民や学校等からの防犯灯の設置要望

には機敏に対応すること。また、防犯灯Ｌ

ＥＤ化補助金制度を全市内の更新が終了す

るまで継続すること。 

(6) 市内の歩道を総点検し、傾斜や高低差の解

消を図ること。特に通学路における歩道整

備を早急に進めること。 

(7) 歩道が未整備の箇所への歩道整備を積極的

に推し進めること。 

(8) 市道の改善要望に十分に応えられるよう、

道路改良予算を増額すること。 

(9) 市内の各河川について状況を細かく調査

し、河床の伐木など必要な手立てを講じる

こと。また、市街地を環流する河川につい

て、県任せにせず、市としても景観と環境

に配慮した整備を行うこと。 

(10) 高田公園内堀内の土塁を、周辺の安全を

確保した上で市民に開放することや、交通

公園に雨よけができる屋根付きの休憩所を

設置することなど、市内各公園を市民の憩

いの場所としてふさわしい環境になるよう

に整備すること。 

(11) 市役所の各部所で発行している文書を総

合的に統括するしくみを創設し、転入市民

の利便性を図ること。 

(12) 雁木の整備に関して、補助要件の緩和、

補助金の増額、補助率の増加を行い、雪国

の伝統文化遺産の存続と市民の利便性の向

上を図ること。将来的には、所有権の問題

を含めた抜本的な見直しを行い、市として

主体的に維持を図る取り組みとする

こと。 

(13) 高田公園の堀の溢水対策をはじ

め、市街地の水害対策を抜本的に強

化すること。 

(14)市内各地の交差点の信号や標識

の設置状況を点検し、時差式信号や

右折信号の設置などで事故防止や渋

滞緩和を図ること。    以上 
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小
泉
内
閣
以
来
の
労
働
法
制
改
悪
で

非
正
規
雇
用
が
増
え
、
労
働
者
は
大
変

な
状
況
に
置
か
れ
て
い
ま
す
。 

 
そ
う
し
た
こ
と
を
踏
ま
え
て
、
安
倍

内
閣
は｢

働
き
方
改
革｣

を
唱
え
て
、
働

く
人
を
守
る
か
の
よ
う
な
ポ
ー
ズ
を
示

し
て
い
ま
す
が
、
実
は
、｢

成
長
分
野

へ
の
労
働
移
動
や
柔
軟
な
働
き
方
の
促

進
な
ど
に
よ
っ
て
、
生
産
性
の
向
上
を

支
援｣

す
る
こ
と
、
つ
ま
り｢

生
産
性
革

命｣

の
た
め
の
労
働
法
破
壊
が
、
真
の

狙
い
の
よ
う
で
す
。 

 

ま
ず
、｢

柔
軟
な
働
き
方｣

と
は
、
労

働
者
の
事
情
に
合
わ
せ
た
選
択
的
な
働

き
方
の
よ
う
に
聞
こ
え
ま
す
が
、
そ
う

で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
必
要
な
時
に
必
要

な
だ
け
働
か
せ
る
こ
と
が
で
き
、
で
き

る
だ
け
低
コ
ス
ト
で
解
雇
し
や
す
い
労

働
力
を
調
達
す
る
こ
と
を
意
味
し
て
い

ま
す
。 

 

そ
の
た
め
の
政
策
の
ひ
と
つ
は
労
働

時
間
規
制
の
緩
和
で
す
。
通
常
国
会
に

出
さ
れ
る
法
案
で
は
、
労
働
基
準
法
の

時
間
外
・
深
夜
労
働
の
割
増
賃
金
、
休

憩
に
関
す
る
規
定
を
適
用
除
外
で
き
る

高
度
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
制
度
の
創

設
や
、
み
な
し
労
働
時
間
に
よ
っ
て
事

実
上
不
払
い
残
業
を
合
法
化
す
る
裁
量

労
働
制
の
対
象
業
務
拡
大
が
狙
わ
れ
て

い
ま
す
。 

 

他
方
で
残
業
規
制
も
導
入
し
ま
す

が
、
時
間
外
と
休
日
労
働
を
合
わ
せ
た

上
限
は
月
１
０
０
時
間
未
満
、
年
間
９

６
０
時
間
の
過
労
死
ラ
イ
ン
で
す
。 

 

規
制
は
極
め
て
緩
い
上
、
運
輸
・
建

設
の
現
業
職
や
医
師
は
５
年
の
適
用
猶

予
、
研
究
開
発
は
適
用
除
外
と
さ
れ
て

い
ま
す
。 

 

も
う
ひ
と
つ
の
政
策
は
安
定
雇
用
の

破
壊
で
す
。
特
に
国
が
重
視
す
る
の
は

｢

雇
用
関
係
に
よ
ら
な
い
働
き
方｣

で

す
。 

 

通
勤
ラ
ッ
シ
ュ
を
避
け
て
自
宅
で
働

き
、
成
果
は
ネ
ッ
ト
で
送
る
働
き
方
に

雇
用
労
働
者
を
な
じ
ま
せ
、｢

業
務
委

託｣
へ
と
移
行
す
る
シ
ナ
リ
オ
で
す
。

こ
れ
ま
で
は
、
業
務
委
託
契
約
で
の
就

労
に
つ
い
て
も
、｢

使
用
従
属
性｣

が
あ

れ
ば
、
労
働
者
保
護
の
対
象
と
し
て
き

ま
し
た
が
、
こ
れ
か
ら
は
、
保
護
せ
ず

に
普
及
し
よ
う
と
い
う
も
の
で
す
。 

 

そ
の
際
、
一
社
専
属
で
は
使
用
従
属

性
が
問
題
に
な
り
ま
す
が
、
他
社
の
仕

事
も
受
け
て
い
れ
ば
、
雇
用
責
任
は
問

わ
れ
ま
せ
ん
。
そ
こ
で
国
は
モ
デ
ル
就

業
規
則
を
変
え
、
副
業
・
兼
業
を
原
則

自
由
に
し
て
、
普
及
し
よ
う
と
し
て
い

ま
す
。 

 

他
方
で
雇
用
に
こ
だ
わ
る
労
働
者
へ

の
対
策
も
準
備
さ
れ
て
い
ま
す
。
解
雇

無
効
判
決
が
出
て
も
、
予
見
可
能
な
一

定
の
金
銭
で
解
雇
を
成
立
さ
せ
る
こ
と

が
で
き
る
と
い
う｢

解
雇
の
金
銭
解
決

制
度｣

で
す
。 

 

し
か
し
、
こ
う
し
た
政
策
を
進
め
る

こ
と
は
、
労
働
者
の
た
め
に
な
ら
な
い

だ
け
で
な
く
、
企
業
の
た
め
に
も
な
り

ま
せ
ん
。 

 

職
務
に
専
念
す
る
義
務
を
問
え
な
い

フ
リ
ー
ラ
ン
ス
が
業
務
の
多
く
に
入
る

企
業
が
、
固
有
の
技
術
や
情
報
を
武
器

に
し
た
競
争
力
あ
る
事
業
を
展
開
で
き

る
わ
け
が
あ
り
ま
せ
ん
。
ま
た
、
現
場

に
コ
ス
ト
削
減
を
迫
り
、
商
品
サ
ー
ビ

ス
の
質
を
な
い
が
し
ろ
に
し
て
き
た
ツ

ケ
が
、
名
だ
た
る
大
企
業
を
危
機
に
陥

れ
て
い
ま
す
。 

 

３
月
議
会
で
審
議
さ
れ
る｢

中
小
企

業
振
興
基
本
条
例｣

は
、
地
元
の
企
業

が
活
力
を
持
っ
て
発
展
で
き
る
よ
う
に

す
る
条
件
整
備
を
推
進
す
る
た
め
の
も

の
で
す
。
労
働
者
の
権
利
と
生
活
を
大

切
に
し
て
、
各
企
業
固
有
の
仕
事
に
や

り
が
い
を
も
っ
て
働
い
て
も
ら
う
こ
と

こ
そ
が
、
企
業
活
力
の
源
泉
で
あ
る
だ

け
に
、
国
の
悪
政
に
抗
す
る
姿
勢
も
組

み
入
れ
る
必
要
が
あ
り
そ
う
で
す
。 


